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【はじめに】当課では耳鼻咽喉科の協力のもと，平成22年4月から
嚥下内視鏡検査（以下VE）を導入した．当院におけるVEの対象
は，誤嚥の可能性が高く，経口摂取の可否の判断や摂食機能療
法の立案が困難な患者に限定されている．VEで誤嚥を認めても，
VEの評価に基づく摂食機能療法を行うことで，最終的に食事を
確立できる症例がある．
【目的】VEの実態を調査し，誤嚥を認めた症例の，経口摂取の可
否に関わる要因を検討する．
【対象と方法】平成22年4月～平成24年3月までにVEを実施した40
名のうち，誤嚥を認めた16名を対象とした．終了時に3食確立し
た群 (7名) と非確立群 (9名) で要因を検討した．
【結果】平均年齢は確立群81.9歳，非確立群78.6歳．入院主病名
は確立群7名のうち，外科的疾患3名，肺炎2名の順に多く，非確
立群は9名のうち，肺炎5名，COPD 1名であった．不顕性誤嚥を
認めた症例は，確立群29%，非確立群78%．開眼が保たれている 
(JCS=3以上) 症例は，確立群86%，非確立群22%．口頭指示での
随意嚥下が可能な症例は，確立群86%，非確立群44%．病前の食
事形態が普通食の症例は，確立群86%，非確立群33%であった．
【考察】誤嚥を認めた症例の食事の確立に関わる要因としては，
1) 誤嚥が不顕性でないこと，2) 覚醒していること，3) 口頭指示で
嚥下ができること，4) 病前の食事形態が普通食であること，など
が考えられた．VEは，不顕性誤嚥の検出に優れており，経口摂
取の確立の推測および，栄養手段の早期決定に役立っている．
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【はじめに】当院では2011年10月から耳鼻科医師指導の下、ST、
摂食・嚥下認定看護師、管理栄養士がチームを組んで、月2回の
VEと必要に応じてVFを行っている。経口摂取が難しい眼咽頭型
筋ジストロフィー患者に対しVE・VFを施行しバル－ン法を行っ
た結果、経口摂取が可能になった症例を経験したので報告する。
【症例】70歳の男性、57歳より眼瞼下垂を認め、2004年に眼瞼挙
上術を施行した。2008年頃よりふらつきや嚥下障害が出現した。
2010年に脳梗塞を発症した。2012年1月頃より嚥下障害が進行し、
誤嚥性肺炎の為に近院へ入院した。入院前は常食を摂取してい
た。眼咽頭型筋ジストロフィーの確定診断の為に当院へ入院し、
遺伝子解析の結果、眼咽頭型筋ジストロフィーと診断された。
【経過】入院時に経口摂取が困難だったので、経管栄養を行って
いた。入院5日目よりSTが介入し、RSST0回、唾液が嚥下できず
全て吐き出し、重度嚥下障害と判断した。入院6日目にVEを行っ
た所、唾液貯留や喉頭感覚の低下がみられた。水、1％トロミ水、
ゼリーを試した所、全てにおいて嚥下が困難で、喉頭挙上が弱く
少量の喉頭侵入があり、食道入口部開大不全が考えられた。入
院20日目にVFを行った所、バリウム液は喉頭蓋谷や梨状窩凹に
少量残留したが、嚥下が可能であった。ゼリーは伸展位で梨状窩
凹に送った後、複数回嚥下を行い嚥下が可能であった。VE・VF
の結果から食道入口部開大不全があると考え、入院27日目よりバ
ルーン法を開始した。入院31日目に経口摂取が困難な為、胃瘻を
造設した。入院48日目の退院時にはバルーン法の効果がみられ、
ゼリーの経口摂取が可能となった。
【考察】眼咽頭型筋ジストロフィーに対してバルーン法が有用な
可能性が示唆された。
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【はじめに】脳卒中急性期リハビリは，徹底したリスク管理のも
と，患者の実際の生活空間である病棟・病室で早期から生活に視
点を向けたリハビリを開始することが重要視されている．当院で
は急性期医療を担い，発症直後より病棟でのリハビリを開始し，
早期離床に努め，機能回復やＡＤＬ拡大を図っている．２０１１
年７月より，病棟リハ拡充の一環として病棟専従作業療法士を配
置し，病棟デイルームを一定時間リハビリ訓練室としてリハビリ
を実施(以下デイルームリハ)する運びとなった．デイルームリハ
開始から約１年が経過し，病棟看護師に対してアンケート調査を
実施した．デイルームリハの現状と，アンケート調査から見えて
きた課題を検討しここに報告する．
【デイルームリハの現状】神経センター病棟デイルームを平日９
時から１５時までリハビリ訓練室として使用できるようにし，作
業療法士２名（開設当初は１名）を専従配置した．訓練室内には
作業テーブル３台，平行棒１台，訓練用の物品を収納する棚を設
置した．対象は神経センター，脳卒中センター入院中のリハビリ
処方患者であり，デイルーム・病棟・病室にて病棟リハビリを施
行している．
【病棟看護師へのアンケート調査】病棟看護師に対しディルーム
リハビリ開始前後での，患者のADLの把握や，実際の看護場面で
有効な情報活用ができているかどうかをたずねた．その結果，開
始前に比べ開始後は訓練時の最大能力の把握が容易になり，介助
量の軽減やセラピストとの連携強化に有効であったとの結果が得
られた．その反面，訓練でのできるADLと，病棟でのしている
ADLにまだ解離がみられるといった問題も見られた．
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【はじめに】今回、パーキンソン病及び右視床出血により左片麻痺を
呈し、基本動作全般で重度介助を要するにも関わらず、在宅復帰を
果たした症例の退所までの経過を報告する。
【症例紹介】80歳代男性，要介護4．2年前に右視床出血，5年前にパー
キンソン病発症．Yehrの分類ステージ5．麻痺はBr.stage左上下肢手
指ともに4．左上肢,体幹に鉛管様固縮あり．右上下肢筋力はMMT3．
可動域制限として左上肢伸展，胸腰椎，骨盤帯の分節的回旋,伸展．
基本動作は起き上がり全介助．姿勢反射障害の為座位保持不可．立
ち上がり環境設定にて軽介助．移乗は支持物使用にて中等度介助．
【説明と同意】今回の発表に際し、本人及び家族に説明し同意を得た．
【経過】約1年半理学療法介入し，起居動作及び基本動作の介助量軽
減を目的として治療を進めた．本症例の最も大きな問題点として，
胸腰椎と骨盤の分節的な回旋，伸展が制限されている為、起き上が
りや移乗時に重度介助を要する．治療として，体幹の筋緊張緩和を
目的としたストレッチ，体幹回旋筋促通，環境設定を行い動作訓練
を繰り返し行い介助量軽減を図った．その結果，協力動作の増加や
方向転換時の体幹回旋が改善．主介護者である妻は介護に対する不
安を強めていた．その為，在宅復帰に向け約３ヶ月間，週1回，介助
の方法や注意点を直接指導．支援相談員が自宅訪問し，その情報を
基に居住スペースの変更，福祉用具の検討を行った．
【考察】理学療法介入により，体幹の分節的な回旋可動域の拡大や動
作時筋出力のタイミング学習，基本動作時の協力動作増加による介
助量軽減がみられた．在宅復帰に至った要因として，環境設定によ
る介助量軽減や家族への介助指導，住環境の改善を進め介護に対す
る不安の軽減と理解を得られた為と考える．
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